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土研新技術ショーケース2014 in 大阪 特別講演 建設界における社会活動の基本理念

•人々の生存の在処としての地盤環境の保全は、言うまでもなく重要な課題であ

り、リサイクルによる循環型社会と自然共生型社会の基盤整備、ならびに自然エ

ネルギーのより積極的な導入による低炭素社会への社会インフラの整備が必要

である。

•地球文明の有り様の変換、基本的な生活姿勢の転換を含めたパラダイムシフト

が必須であり、東日本大震災や厳しい気候変動に、科学技術を駆使することに

よって克服していこう。

 低炭素社会 (Low Carbon Society)

 循環型社会 (Sound Material-Cycle Society)

 自然共生型社会 (Harmonious Coexistence Society)

 安全を確保された社会（Safety Society）

(H24年の第4次環境基本計画で追加）

持続可能な地球社会の構築に貢献する

備えあれば憂い無しとよく言われが、その由来は？

居安思危 思則有備 有備無患

安きに居りて危きを思う 思えばすなわち備えあり 備えあれば患い無し

以下の中国の「春秋」の注釈書「春秋左氏伝」からきている

（春秋時代とは紀元前8~5世紀の頃であり、孔子などの哲学者、思想家を
輩出した）

平穏な毎日において、常に非常事態のことを想定しておき、

適切な準備を怠らないことが大切であると説いている。

建設界を取り巻く近年の状況

 国土強靱化基本計画（平成26年4月）

 地方再生推進計画（平成25年5月）

 老朽インフラの整備計画（平成26年3月改訂）

 災害廃棄物対策指針（平成26年6月）

 その他（まち・ひと・しごと創生本部事業、etc.）

● 建設工事量の増加と人材不足の顕在化
2020東京オリンピック・パラリンピック関連のインフラ整備

● インフラの老朽化に伴う維持管理事業の急増
循環資材の地域偏在と再利用用途の変化

● 地方自治体消滅の危惧の提示
地方の再生に向けた多様な取り組み

● 大規模災害時の備え 等

新しい展開を期待しうるインフラ整備技術

①安全・安心を確保しうる技術

制振・免震技術、高張力鋼や高強度コンクリート、アラミド繊維などの複合材など

②自動化・省力化・ロボット技術

無人化施工、自動操縦技術などのICT、３Dプリンタの活用など

③エネルギー関連技術

小水力発電、バイオマス、水素ガス、地中熱、メタンハイドレートなどの利用

④環境保全関連技術

災害防止技術、水・地盤環境保全技術、構造物の長寿命化、fail safe技術など

⑤計測・管理・分析技術

バイオセンサー、光ファイバーセンサー、統合管理システムなど

⑥維持・管理・補修に役立つ技術

炭素繊維補強材料、表面処理技術、被覆材、長寿命材料など

各種材料価格と製品価格について単位質量あたりの比較
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国が主導する建設技術開発支援事業

NETIS (New Technology Information System) 事業
 有用な新技術の積極的な活用を推進することで、公共工事のコスト縮減

や品質向上を図り、新技術 の更なる改善を促進するための仕組みとし
て、新技術活用システムを構築（平成１０年度より）した。

 民間等により開発された新技術を、新技術情報提供システム（NETIS）

にて共有・広く提供するとともに、公共工事等において積極的に活用・評
価し、技術開発を促進していくためのシステム。

建設技術研究開発助成事業
 平成26年度は政策課題解決型技術開発公募で一般タイプ（新規課題4

件、継続課題9件）、中小企業タイプ（新規課題2件、継続課題2件）など
を採択した。

 平成１４年度より始まり、支援額は徐々に増加している。

公共工事等における新技術活用システム

活用
直轄工事等において、
施工条件に適した新
技術を活用
・年間約5,900件（41.7%)
の直轄工事で活用

・活用延べ新技術数は、
年間17,762技術

※H25年度実績

登録

公共工事等
に関する、実
用化された技
術を申請、登
録

新技術活用のインセンティブ： 工事発注時の 総合評価方式での加点
工事成績評定での加点

技術のスパイラルアップ

民間等によ
る技術の

開発・ 実用
化

更なる技術
開発・改良
技術開発成
果の普及

NETIS
（新技術のデータベース）

事後評価
活用結果により、技
術の成立性や活用効
果等を総合的に評価
・これまで約1,200技術の

評価情報（事前審査を含
む）をNETISに掲載

・評価の高い技術は、「有
用な新技術」に選定

登録技術数：約4,800件 技術概要（経

済性、施工性、品質 等）

（事前審査）

試行申請型の
場合には、技
術の成立性や
直轄工事等に
おける活用の
妥当性を確認

（ＮＥＴＩＳ利用者）
・発注者
・施工者
・設計者

申請情報
評価情報

公共工事等における新技術活用システム(NETIS)

■工事発注時の総合評価
方式での加点（当該工事へ
効果が見込まれるもの）

■工事成績評定での加点
（発注者指定型を除く）

■設計業務の比較検討に
おいて対象技術となる
（共通仕様書に規定）

等

有用な新技術の
インセンティブ

新技術活用評価会議が選定

新技術活用システム検討会議が選定

準推奨技術（47件）

公共工事等に関する技術の水準を一層高
めるために選定された、画期的な新技術。

選
考
要
件

公共工事等に関する技術の水準を一層高
めるために選定された、画期的だが、更な
る発展を期待する部分がある新技術

優位性 高低

実
績
件
数

少

多

新技術活用システム検討会議に推薦

従来に比べ
飛躍的な改善
効果を発揮

先駆的な取り組み
であり幅広い活用
が期待される

技術内容が画期的
で将来飛躍的な効果
の改善が期待できる

国際的に先端を行く
技術、先進諸国への
技術展開の期待

応用性等が高く、
国際的な課題の
解決に資する

新技術（NETIS登録技術）（約4,800件）

評価情報（活用効果評価、試行実証評価、事前審査）

特定の性能又は機能が著し
く優れている技術、など。

設計比較対象技術
（282件）

技術の優位性が高く、
安定性が確認されている技術。

技術の優位性は高いが、直轄工
事等における実績が少ない技術。

活用促進技術
（81件）

少実績優良技術
（43件）

活用・評価

推奨技術（21件）

有用な新技術

として反映された技術（約1,200件）

選定件数は平成26年4月時点

新技術
約4,800件

評価済
約1,200件

有用な技術
406件

有用な新技術の位置づけ
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登録技術数と掲載期限を迎える技術数（平成２６年７月末時点） 【登録年度別】

掲載期限を迎えた技術

掲載を継続する技術

既に削除された技術

約３,１００技術

約１,７００技術

約２,５００技術

○NETISの規則に従い、掲載期限切れ技術は削除 【掲載期限：未評価技術（５年）、既評価技術（最高１０年）】
○未評価技術は、５件以上活用されれば、評価対象技術となり、掲載期限が５年延長されるため、平成２４年度までの
活用件数を把握（活用効果調査表の提出）した上で削除

○削除対象技術の内、以下は特別サイトで当面掲載
震災復興支援NETIS： 約800技術
維持管理支援NETIS： 約100技術（見込み）

NETIS登録技術数の推移と平成26年3月末で掲載期限を迎えた技術数

ＮＥＴＩＳ技術が広く活用されるための仕組みづくり

ＮＥＴＩＳに登録、または登録された新技術を活用することにより、建設
工事における設計・入札契約・施工・完成時・完成後に様々な＋プラ
ス面（利点）がある。

総合評価方式においてNETIS に登録された新技術の活用を提案した場合、
加点の対象になる。

利点①：総合評価落札方式における加点

新技術の活用を提案（契約後提案、施工計画書、工事打合簿による活用提
案）すれば工事成績評定に加点される。

利点②：工事成績評定における加点

開発した新技術に対して、「推奨技術」「準推奨技術」「活用促進技術」などの
名称を付加して使用可能。

利点③：「有用な技術」として普及対象となる

新技術活用システム実施要領の改正への取組

新技術のより一層の活用に向けて

① テーマ設定型の技術公募
発注者による活用を進める

② 外部機関の活用による有用な技術の現場導入の促進
外部の技術力を活用する

③ 技術特性の明確化
重要性の高い新技術と類似技術のある技術を区分する

④ 活用効果調査
技術特性やコメントを重視してメリハリをつける
技術特性を重視した事後評価

新技術の登録、活用、評価、普及の一連の過程の見直し
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新技術の登録

発注者による活用

技術比較表（仮称）

新技術

施工者による活用
・施工者希望
・試行申請

※工事成績評定において、
試行的活用に対するイン
センティブ（加点措置）を
是正

重要性
の高い
テーマ

類似技術
がある
技術

→改正③
技術特性
の明確化

技
術
開
発

改
正
④
活
用
効
果
調
査

※

メ
リ
ハ
リ
（技
術
特
性
・コ
メ
ン
ト
重
視
）

事後
評価

※従前の
一律な評
価を改め、
技術特性
を重視し
た評価を
実施。

※以降の
活用効果
調査及び
評価の改
善

新たな
評価軸

評価
継続

評価
不要

A B C

◎ ○ ×

○ ◎ ◎

○ ○ ◎

A B C

◎ ○ ×

○ ◎ ◎

○ ○ ◎

A B C

◎ ○ ×

○ ◎ ◎

○ ○ ◎

評価結果の公表
技術比較表作成活用・充実 活用・充実

活用

改正②
外部機関の活用による有用な技術

の現場導入促進
※外部技術力の活用

・フィールド提供
・試行申請

活用支援の強化
（技術選定、積算等支援）

事前審査等

（試行の可否、検証方法）
※品質が確認されている
場合等は省略可とする。

・発注者指定

普及
（一般化・
標準化）

○推奨技
術等評価
結果が高
く、活用が
多い技術

↓必要に
応じ

○基準類
（技術基
準、積算
基準等）
へ反映

・有用な技術の推薦
「評価促進技術」 等

改正①
テーマ設定型

（技術公募）

行政ニーズ・
現場ニーズ

VE

VR

VR

・事後評価
への活用

新技術活用システム実施要領改正概要
～登録、活用、評価、普及の一連の過程における改正～

テーマ設定型（技術公募）における公募テーマ設定の流れ

整備局等から 技術公募テーマ提案の観点（調査済み）

技術公募テーマ提案

右記観点に基づき、現場ニー
ズを調査

①ＮＥＴＩＳ登録されている類似技術が多く、当該工法、技術の選定に苦慮してい る技術
分野（表面保護工、土工締固、地盤改良、補強土壁、法面対策工 等）

②現在、実施、活用している工法、点検等技術について課題があり、改善（効率化等）を
求める技術（中層混合処理工法、TS・GNSSを用いた盛土締固め 等）

技術公募テーマ選定（案） 作成

右記観点に基づき検討
H26.3

技術公募テーマ計画（案） 決定

③現在、実施、活用していないため、試行した場合、現場での評価が困難であることが

想定されるが、現場ニーズのある工法、点検等技術

（コンクリート健全度評価、特定条件下でのコンクリート塗装 等）

下記観点に基づき技術公募テーマ計画（案）作成

H26.4～ 新技術活用システム検討会議

技術公募テーマ計画報告

技術公募テーマ計画公表

・平成26年度の技術公募計画（技術テーマ、実施時期、実施体制など）
・平成27年度以降の技術公募テーマ候補（案）

技術公募テーマ
選 定の観点

直ちに公募
可能

現場条件にあ
わせて募集

準備期間を設
定して募集

①技術の普及・開 類似技術多 実用化済み 開発段階

発状況 い

②現場活用頻度 活用頻度高
い

年に数件 数年に１件

③現場活用形態 契約後変更 発注時に指定 設計段階で検

で可 討必要

④評価方法 統一的な評 評価方法有る 評価方法無し

価方法有り が統一的でない

⑤評価に要する期 施工時に評 工期終了後に 工期終了後も

間 価可能 評価可能 調査が必要

応募技術（合計41件）につ いて、「要求性能」「適用性」「画期性」「使用条件」の観点から30 件の技
術（カメラ22件、レーザー4件、ロボット4件）を選考し、29技術の現場試行を実施。

老朽化対策に資する点検・診断技術の公募について

技術公募の流れと役割分担

・NETIS未登録技術も応募可

・既点検済み箇所における点検・
診断用技術の活用・評価のた
め事前審査の簡素化

・現場での活用・効果は技術の
適用性を考慮し、最適な現場を
準備

本省・研究機関

技術公募テーマ設定
・公募

・評価項目は従来NETISと異なり、

「現場適 用性」「精度」「確実性」
「出力形式」等

・活用・評価結果は専用の維持
管理支援 サイトで公表

報告

→
↓

事前審査（試行技術
選考）

評価会議

※活用に係る費用は全て申請者負担

提案

→

↓
現場調査方法

↓

現場での活用・効果調査

報告
← 事後評価

地方支分部局

中部地整 その他地整等

維持管理支援サイト
公表 評価会議

発注者ニーズ（コンクリートのひび割れについて遠方から検出が可能な技術）に基づき、技術公
募し、応募技術を現場で活用・評価することで、技術の更なる活用およ び改善を促進する。

＜フィールド提供型との相違点＞

構造物 橋梁A 橋梁B トンネルA トンネルB

主な試行条件について

現場名 藤前高架橋 下川橋 毛祝坂トンネ
ル

貝塚トンネ
ル

試行方法

【試行】

・「橋台」、「床板・主桁」、
「橋脚」の順に測定。
・制限時間内（120分）で測

定した範囲で評価。
【評価】

・通常点検による点検結果
と比較（位置、長さ、幅）。
・安全性、施工性等

【試行】

・「橋台」、「床板・主桁」に
つ いて橋上から測定。
・制限時間内（120分）で測定
した範囲で評価。
【評価】

・通常点検による点検結果
と 比較（位置、長さ、幅）。
・安全性、施工性等

【試行】

・トンネル内のひび割れに
ついて測定。
・制限時間内（120分）で測
定した範囲で評価。
【評価】

・通常点検による点検結果
と比較（位置、長さ、幅）。
・安全性、施工性等

【試行】

・トンネル内のひび割れ
につ いて測定。
・制限時間内（120分）で測定
した範囲で評価。
【評価】

・通常点検による点検結果
と 比較（位置、長さ、幅）。
・安全性、施工性等

測定状況
例

10技術 １技術 3技術 １技術技術数

技術 道路擁壁 ダム 建築物 港湾

主な試行条件について

現場名 羽田空港 温井ダ
ム

白山公共職業安定所 四日市港

試行方法

【試行】

・遠方より道路擁壁のひび
割れについて測定。
・制限時間内（120分）で測
定した範囲で評価。
【評価】

・通常点検による点検結果
と比較（位置、長さ、幅）。
・安全性、施工性等。

【試行】
・遠方よりダム堤体を測定。
・制限時間内（120分）で測定

した範囲で評価。
【評価】

・通常点検による点検結果と
比較（位置、長さ、幅）。
・安全性、施工性等。

【試行】

・遠方より建物外側のひ
び 割れについて測定。
・制限時間内（120分）で測

定した範囲で評価。
【評価】
・通常点検による点検結
果 と比較（位置、長さ）。
※幅は検出不可
・安全性、施工性等。

【試行】

・海上より、対象物のひび
割 れについて測定。
・制限時間内（120分）で測定
した範囲で評価。
【評価】

・通常点検による点検結果
と 比較（位置、長さ、幅）。
・安全性、施工性等。

測定状況
例

技術数 ７技術 １技術 １技術 １技術

試行結果の公表

試行結果などに基づき、「工程」、「安全性」、「施工性」、「測定最少幅」、「優れた点」、「留 意点」、
「試行調査結果」を評価、評価結果について維持管理支援サイトにて公表。

■試行技術の比較
テーマ設定型（技術公募）「コンクリートのひび割れを遠方より検出できる技術」試行結果 公表案

技術名称 Ｎ
ＥＴＩＳ登録状況

C2 デジタルカメラによるコンクリート表面遠隔調査手法 C00 コンクリートのひび割れを検出する技術 未

登録 未登録

株式会社環境総合テクノス ○ ○ 株 式 会 社

C00 コンクリートのひび割れを検出する技術

× × 株式会
社

未登録

開発者

概要

現 地 にお い て 、デ ジタル カメラに よ る コ ン ク リ ー ト表面 の画 像な ら

び にトー タ ル ス テ ー シ ョ ン に よ り 調査対象構 造物の座標 を取 得し、室 内 にお
○○○○○○○○○ ○○○○○○○○○○○○○○○ ○○○○○ ○○○○○○○○○ ○○○○○○○○○○ ○○○○○○○○○○

い て パ ソ コ ン 処理に より 画像合成・劣化損傷図を作 成 す る技術で あ
○○○○ ○○○○○ ○○○○○○○○○○ ○○○○○○○○○○ ○○○○ ○○○○○○○○○○○○○○○ ○○○○○○○○○○

る。
写 真 画 像 デ ー タを見 るこ と に より 、施 主 方によ るひ び 割 れ の 確 認 が容

○ ○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○…

。
易 とな る 特 徴 を有 して い る

。

測定状況

○ ○ ○ ○○○○○○ ○○○○○○○○○○○○○…。

写真 写真

測定距離（今回） 約 1 2m ○ ｍ ○ ｍ

試
行
条
件

対象物（箇所） 橋 梁A（ 橋台、床板・主桁、橋脚） 橋 梁A（ ○○、○○、○○）

技
術
の

必要な 機器・装置等（点検） 一 眼 レフ カ メラ一式、トー タル ス テ ー シ ョン 、パ ソ

コ ン

○ ○ ○ ○○ ○ ○ ○ ○○

従来点検方法 目 視 に よ る ひ び割 れ 調

査

目 視 に よ る ひ び割 れ 調

査

目 視 に よ る ひ び割 れ 調

査

必要な 能力・資格等（点検） 測 量 技 師 ○ ○ ○ ○○

橋 梁A（ ○○、○○、○○）

○ ○ ○ ○○

特
徴

必要な 能力・資格等（分析） Ｃ Ａ Ｄ操作 ○ ○ ○ ○○ ○ ○ ○ ○○

必要な 機器・装置等（分析） パ ソ コ ン 、解析プロ グ ラ

ム

○ ○ ○ ○○ ○ ○ ○ ○○

現場制約（点検） Ｐ Ｃ 梁側 面が撮影角 度 が 大き く撮影困 難で あ っ た

。

○ ○ によ り 撮 影 に支 障 が生 じた

。

○ ○ によ り 撮 影 に支 障 が生 じた

。

#R EF! 0 0 0分 ・人 0 0 0分 ・人

時間 ２４０分・ 人 0 0 0分 ・人 0 0 0分 ・人

安全性 問 題 な し ○ ○ ○ に課題 あり ○ ○ ○ に課題 あり

撤去人工 #R EF! 0 0 0分 ・人 0 0 0分 ・人

測定人工 #R EF! 0 0 0分 ・人 0 0 0分 ・人

設置人工

0 .2mm 0 0mm 0 0mm

施工性

試
行
結
果

・ ○ ○ が 可能であ る。

・……。

測定最小幅（今回）

仮 設 が 不 要及び作業 人員の 減少 に なる など 向上 が見 込 まれ るが

、 トー タル ス テ ー シ ョ ン操 作 に係 る習 熟 が 必要。 ま た 、測定 面 が

近 す ぎ る と調 査が 困 難 にな る。

○ ○ ○ によ り 向上が 見 込 ま れ る

。

○ ○ ○ によ り 向上が 見 込 ま れ る

。

優れた点

・ 標 準 で は ６ｍ角の 範 囲で 撮 影を行 うた め 、撮 影枚 数が 少なくなり 費 用・時間 の短 縮 につな

が る 。 ・ ○ ○ が 可 能で あ る

。・ トー タ ル ス テ ー シ ョン に より 対象構造物 およ び ひび 割 れ の 座 標 の を取 ・

……。得 す る た め 、損 傷図の作 成 が容 易

。

試行調査結果

【 橋 台 】 ひ び 割 れ は ほ ぼ 全 て 発見され 、ひ び 割 れ 長 さは 精度 よく検

出 され て い た が 、ひ び 割 れ 幅 には 若干の 誤差 が 見 られ た 。

【 床 板 ・主桁】 ひ び 割 れ は ほ と ん ど 発

見 で き な か っ た 。

【 橋 脚 】

ひ び 割 れ は ほ ぼ 全 て 発見 され 、ひ び 割 れ長 さ・幅とも に 精 度よく検 出さ 【 橋

脚 】

【 橋 台 】

○ ○ ○…。

【 床 板 ・主桁】
○ ○ ○…。

【 橋 台 】

○ ○ ○…。

【 床 板 ・主桁】
○ ○ ○…。

【 橋 脚 】

留意点
・ ひ び 割 れ の 抽 出は 、撮影 した 画像 をもと に 技術者が 実 施 す る

。

・ ま た 、初期 投資 が大き く、トランシ ッ トの 操作 技 能が 必要 で あ る
。

・ ○ ○ につ い て は 留意 が必要

。

・……。

・ ○ ○ につ い て は 留意 が必要

。

・……。

最少測定幅 0 .2ｍｍ 0 0mm 0 0mm

技
術
情
報

最大測定距離 2 0 0m 0 0m 0 0m

れ て い た

。

※短 時 間で広範囲の測 定 が で き た 。

○ ○ ○…。 ○ ○ ○…。
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○現状の課題
推奨技術については、各地方整備局評価会議の推薦があった技術について、本省システム検討会

議が審議・選定しているが、以下の課題有り。
①評価会議が「有用」と評価した技術の中から推薦しており、類似技術との比較が不十分。
②推奨技術に選定された技術の普及策が不十分。

○対応策（案）
地方整備局新技術評価会議においては、以下の観点に基づき推奨技術を推薦する。

①「有用な技術である」、「類似技術との比較が十分なされている（類似技術と比較し、優れている）」。
②評価が安定しており、再評価が不要（ＶＥ）の技術。
③基準書等に位置づけることが可能で、現場で活用が促進される技術。

有用な技術

推
奨
技
術
の
選
定

（
新
技
術
活
用
シ
ス
テ
ム
検
討
会
議
）

推薦可能

「有用な技術」
かつ

「ＶＥ」の技術

類
似
技
術
と
の
比
較

（
技
術
公
募

等
）

推薦可能
発注者指定対象

基準類（技術基準、積算基準
等）へ反映

任意施工の対象

適用範囲を明確にし、使用
原則化（例：情報化施工等）

推奨技術

推奨技術

従前

今後 一般化・標準
化

推奨技術選定の流れ
○要領改正

新技術の普及

システム検討会議は、新技術の普及を図るため、評価会議からの推薦を受け、一般化・標準化に位
置付けるべき技術を指定するものとする。

技術の一般化・標準化とは、以下に該当する技術をいう。
イ.公共工事等で使用する技術指針等に示される技術 （発注者指定：標準化技術）
ロ.公共工事等の施工に当たり、一般的に選択し、活用されている技術 （任意施工：一般化技術）
ハ.その他システム検討会議が一般化・標準化に位置付けるべき新技術として判断する技術

最
初
の
事
後
評
価
が
実
施

さ
れ
、
公
表
さ
れ
た
場
合

NETIS
（申請情報）
提供終了

最大１０年まで

事後評価

NETIS（評価情報）
提供期間スタート

NETIS
（評価情報）
提供終了

事後評価を受けなけ
れば5年で提供終了

５年

５年

推奨・準推奨技術（５か年）

一般化・標準化

事後評価を受ければ
最大10年掲載

推奨・準推奨技術に選定さ
れれば、選定時より5年掲
載延長（最大15年掲載）

５か年の間に推奨技術から、
一般化・標準化技術を選定

・推奨・準推奨技術に選定された技術は、
５年間掲載期間を延長（最大15年）

・推奨技術の中から、一般化・標準化技
術を選定（選定されない技術は掲載期
限終了後、削除）

推奨・準推奨技術に対す
るインセンティブ案

・掲載期間の延長
・総合評価等の加点

一般化・標準化技術について

その他のNETISの新しい取組

 点検・維持管理のための新技術への開発インセンティブの向上
施策

非破壊検査技術、移動検査体技術、その他のイノベーティブな技術開

発への支援と評価

 ロボット技術開発の新たな展開
高専のロボット開発技術への高い評価と地域建設企業との共同開発

に向けたマッチング支援（国土交通省から文部科学省の「KOSEN発イノ

ベーティブ・ジャパンプロジェクト」の一環である「高専11校のロボット技術

活用のインフラをテーマとした社会実装コンテスト」へ支援）

平成２７年度からは全国レベルでの建設ロボットコンテストの開催（対

象となる開発テーマに関する高専ロボット側からの貢献が期待される）

記号処理型の人工知能ロボットではなく、多機能人型ロボットやロ
ボットスーツ等による社会的支援を可能とする時代に入っている。

次世代社会インフラ用のロボット開発・導入の助成

 平成25年度から経済産業省及び国土交通省が協働で、 「次世
代社会インフラ用ロボット開発・導入」に取組み、平成25年12月
25日に次世代社会インフラ用ロボット開発・導入重点分野を策定
した。平成26年度から開発支援を行う。

 社会インフラの「維持管理」及び「災害対応」の各分野に関して、
その効果・効率の一層の向上のため、それらを支えるロボットの
開発・導入を推進することを目的とする。

１．ロボット開発評価委員会（機器の開発：経産省中心）

現場のニーズを踏まえた機器の開発支援

２．ロボット現場検証委員会（現場での実証等：国交省中心）

開発の早い段階からのニーズの伝達や、試作機器のインフラ

・災害現場での実証（ニーズ調査・評価）

安全で安心しうる社会基盤（自然営力の増大条件下）

レベル１：防災

 自然外力に対して安全である。

 構造物の機能にも問題がない。

レベル２：減災-1

 自然外力によって、構造が一部破壊する。

 構造物の機能に一部支障を来すも、人の生命には全く危険がない。

レベル３：減災-2
 自然外力によって、構造が破壊する。

 構造物の機能も停止する。しかしながら、人の生命には危険がほとん

ど無いように、フェイルセーフが作用する。

 特定施設については、ロバストに機能維持を図る。

非常事態への迅速対応体制の確立が急務である。BCPやDCMの整備を進める。

リスクのない社会は幻想に過ぎない。リスクに対峙する勇気が今こそ必要である。

結論に代えて：次世代に望ましい社会基盤を残そう

持続可能社会構築のための４つのキーワード

共生、循環、全員参加、国際協調

国土強靭化と地方再生

を常に念頭において、社会基盤の保全に新技術を大胆に取
り込み、効率的な展開を図ることが重要であろう。

 老朽化の著しい橋梁群をはじめ、疲弊する社会基盤の更新は

喫緊の課題であるが、将来世代の人口減少社会で国土強靭

化を図るためには選択と集中が避けられない。

 現状の社会基盤の診断・維持管理技術の向上によって、国

土の強靭化を果たし、地方あるいは地域の再生に貢献しよう。
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